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新型コロナ感染者（人口あたり）の 

都道府県別差異の経済的背景

安 孫 子 勇 一

概要　日本でも新型コロナウイルスの感染者がみつかって１年あまりが経過した。この間，

都道府県別の感染者数などが毎日発表されているが，人口１０万人あたり感染者数（累計）を

みると，都道府県別に非常に大きな違いがみられる（２０２０年３月末時点で 高約３０倍の違

い）。具体的には，三大都市圏と沖縄県，北海道，福岡県が上位を占める一方，東北の一部

や山陰に低い県がみられる。

　このような地域別の差異がなぜ生じたのか，様々な地域経済データとの関連を探ってみた。

人口１０万人あたりの累積感染者数を被説明変数として回帰分析を行ったところ，人口密度，

宿泊業・飲食業従事者の割合，県外就業率（他の都道府県への通勤者の割合），空港の旅客

数などが有意にプラスの影響を与えている一方，第一次産業従事者の割合がマイナスの影響

を与えているとの推計結果が得られた。本稿の知見が今後の感染症対策を検討する際の一助

となることを期待したい。

キーワード　新型コロナウイルス，感染率，都道府県別，三密の指標，人的交流の指標
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Abstract　It has been １５ months since the national government found the first COVID� 

１９ case in Japan.　According to each prefecture’s daily data, there are significant 

differences in the total number of COVID�１９ cases per population among the 

prefectures.　This paper tries to explain the causes of the differences using economic 

data.　The regression analysis conducted shows population density, ratios for occu-

pations, employment rates outside the prefecture, and the number of annual passen-

gers at airports in each prefecture.　These serve as explanatory variables ranging 

from １％ to ５％ levels of significance at the end of March ２０２１.　The author hopes 

that these findings contribute to the planning for countermeasures in the event of 

other new infectious diseases.

Key words　COVID�１９ cases, infection rate, differences by prefecture, indicators of 

“three Cs”, indicators of human exchange
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は　じ　め　に

日本初の新型コロナウイルスの感染者が２０２０年１月１６日に神奈川県で報告� されてから，

１
　

 年以上が経過した。２０２１年３月末時点では，３
　

 つの大きな感染の波を経験し，全国で累

計４７５,１６８人の感染が確認されている。日次の新規感染者数のデータが都道府県別に公表さ

れ，各種機関で集計されている。本稿では，NHK が提供している「新型コロナウイルス

関連データ・ダウンロードサービス」を利用して，都道府県別の①新規感染者数，②累積

感染者数，③新規死者数，④累積死者数の日次データを入手した。日々の新規感染者数は，

感染クラスター発生などのランダム要因により地域別に異なっているが，１
　

 年あまりの累

積感染者数を調べたところ，一定の傾向が窺える。人口の多寡を１０万人あたりで調整して

２０２１年３月末の累積感染者数をみると， 大の東京都８６９.１人／１０万人と 小の秋田県２９.３

人／１０万人の間には，３０倍近い差がみられる。概して，三大都市圏と沖縄県，北海道，福

岡県が上位を占める一方，東北の一部や山陰に低い県がみられる。都市部で感染が高まり，

他の地域に伝播している可能性がある。

まず，第１章では，全国と東京都・大阪府の新規感染者数の推移を概観し，大都市の新

規感染者数がほぼ恒常的に全国を上回っていることをみる。次いで，２０２１年３月末の都道

府県別の感染者数（累計）の特徴をみる。人口の集中度よりも新型コロナウイルス感染者

（累計）の集中度の方がずっと高いことを指摘する。

第２章では，どのような経済的な要因がコロナ感染者の都道府県別の差異をもたらして

いるのか考察する。コロナウイルス感染予防のために三密（密閉空間，密集場所，密接場

面）を避けることが広く求められている� ことからみて，人口密度や飲食業従事者の多寡

が感染者の多さと関係している可能性がある。他方，三密とは対極にあると思われる第一

次産業の従事者が多い地域では，感染率を低くしている可能性がある。また，県外就業率

（就業者のうち他府県への通勤者の割合）や，空港の乗降客数（都会とのネットワークの

強さの代理変数）が感染率を高めている可能性がある。具体的な記述統計を個別に提示す

るとともに，人口密度を測るには，森林や湖沼を含めることが望ましくないことを指摘す

る。
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� 厚生労働省 HP「新型コロナウイルスに関連した肺炎患者の発生について（１例目）」（２０２０年
１月１６日）を参照。
� 厚生労働省 HP「新型コロナウイルス感染予防のために」でも「三密を避けましょう」と呼び

掛けている。



第３章では，１０万人あたり感染者数（２０２１年３月末現在の累計）の全国比を被説明変数

とした多重回帰分析の結果を提示する。説明変数のうち，人口密度，宿泊業・飲食業への

就業人口割合，県外就業率，空港の乗降客が有意に正の影響を与えている一方，第一次産

業従事者の割合が有意に負の影響を与えており，第２章の仮説がいずれも成立していると

考えられる。さらに，各指標が感染率にどの程度のインパクトを与えているかも都道府県

別に試算した。県外就業率や空港乗降客数などが少なからぬ影響を与えている様子が窺え

る。

第４章では，本稿の推計結果をまとめた後，今後の研究課題についても言及する。新型

コロナウイルスでの今回の経験を分析することにより，今後の感染症の対策に活かせるこ

とを心より期待している。

１．新型コロナウイルスの都道府県別差異

　１.１．日次データからみた新規感染者数の推移

NHK 提供の日次データに基づいて，新型コロナウイルスの新規感染者数をみると，日々

の変動が非常に大きい。曜日による変動が大きい（特に月曜日や休日の発表数が少ない傾

向がある）ほか，クラスターの発生などランダム要因が大きいためと考えられる。そこで，

過去１週間の新型コロナウイルス感染者を累計したものでみることとする（後方移動平均・

７日間を７倍したものとみることも可能）。また，人口の多寡により新規発生数が異なる

点を調整するために，人口１０万人あたりの新規感染者数� でみることにする。全国，大阪

府，東京都の２０２０年３月以降の人口当たり新規感者数の推移をみると，図表１のとおりで

ある。

新規感染者数には波があり，全国ベースでは，第１波（２０２０年４月），第２波（同年７

～８月），第３波（同年１２月～２０２１年１月），第４波（２０２１年４月～５月）がみられる。第

１波の時期（ピークは４/１５日の３.０人）には，全国的に１回目の緊急事態宣言（休業要請

を含む）が出され，新規感染者数は一旦減少に転じた。その後，第２波が来て８/９日に

７.７人のピーク（東京都は８/５日の１７.４人）をつけたものの，お盆の時期に減少に転じた。

年末年始で人々の移動・交流が活発になった時期に，第３波の大波が到来した。それを受

けて，２０２１年１月に２回目の緊急事態宣言（休業要請なし）が段階的に１１都道府県を対象
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�　都道府県別人口については，総務省統計局「人口推計」の２０１９年１０月末データを用いた。



に発令されたところ，１
　

 /１１日の３６.０人をピークに全国的に新規感染者が急減少した。な

お，第３波は，東京都（ピークは１/１１日の９３.６人）を筆頭に南関東の１都３県の新規感染

者が際立って多かった。これに対し，第４波（変異株が急速に拡大）は，大阪府を始めと

する関西圏が先行して急速に拡大し，東京都や全国もゆっくりと拡大した（全国も東京都

も第３波のピークより低い値）。そこで，４
　

 /５日に３府県（大阪府，兵庫県，宮城県）で

蔓延防止重点措置が発令され，４
　

 月中旬には同措置の対象を７都府県（南関東４都県，京

都府，沖縄県，愛知県）に拡大したほか，４
　

 /２５日から１都２府１県（兵庫県）を対象に

第３回目の緊急事態宣言が発令され，５
　

 /１２日から愛知県・福岡県，５/１６日から北海道・

岡山県・広島県，５/２３日から沖縄県にも緊急事態宣言が拡大された（一部の業種には休

業要請）。

図表１から，東京都の人口当たり感染者数が恒常的に全国を上回り，ピーク時の感染者

数も際立って多いほか，大阪府が２０２０年１１月下旬～１２月中旬と２０２１年３月下旬～５月中旬

に，全国や東京都を上回っていることがわかる。東京都と大阪府の感染濃度が全国よりも

高い状況が窺える。

１.２．２０２１年３月末時点の都道府県別感染者数（累計）

感染第３波がほぼ終息した２０２１年３月末時点の感染者数（累計，４
　

 /２日取得データに

よる）をみると，全国では４７５,１６８人に上る。都道府県別感染者数（累計）と人口１０万人あ

たりの感染者数は図表２のとおりである。

感染者数（累計）の絶対数を都道府県別にみると，①東京都１２０,９８６人，②大阪府５２,２０１
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（資料）NHK 提供データを筆者が加工

図表１　全国と大阪と東京－過去１週間の１０万人あたり人



人，③神奈川県４８,０７０人，④埼玉県３２,８２５人，⑤千葉県２９,６１６人，⑥愛知県２７,３９５人，⑦北

海道２０,９９４人，⑧兵庫県２０,０５９人，⑨福岡県１９,０１４人，⑩京都府９,５１７人，⑪沖縄県９,４８２人

の上位１１都道府県で全国の累積感染者数の８２.１％を占めている。この１１都道府県の人口の

全国シェアは５７.８％であるため，この１１都道府県に感染者が集中していることが窺える。

概観すると，いずれも１００万人都市を有する３大都市圏および福岡県・北海道� と，観光業

が盛んな沖縄県が上位を占めている。これに対し，感染者累計が少ない方では，�鳥取県

２６０人�，�秋田県２８３人，�島根県２８７人，�徳島県５３５人，�福井県５８９人，�岩手県６２１

人，�香川県８３６人，�高知県９１７人，�富山県９３８人，�山形県９４８人，�山梨県９６９人が１,０００

人を下回っている。

そこで，地域金融や独占禁止の経済分析で広く用いられる集中度の指標である HHI（ハー

フィンダール・ハーシュマン指数）� を計算したところ，都道府県別人口の HHI が４３６.１

であるのに対し，都道府県別感染者数（累計）は１,０６６.３に達している。上記の１１都道府県

に感染者が集中していることがわかる。

上記１１都道府県は，京都府と沖縄県を除いて，人口５００万人以上の都道府県ばかりであ

る。人口が多ければ感染者が多くても不思議はないため，人口１０万人当たりの感染者数を

計算した。その結果，全国平均３７６.６人に対し，�東京都８６９.１人，�沖縄県６５２.６人，�大

阪府５９２.６人，�神奈川県５２２.６人，�千葉県４７３.２人，�埼玉県４４６.６人，�北海道３９９.９人，

�福岡県３７２.５人，�京都府３６８.４人，�兵庫県３６７.０人，�愛知県３６２.８人の順番となってい

た。上記①～⑪とは順番が変わっているものの，顔ぶれは全く同じである。また，８
　

 位の

福岡県までが全国平均を上回っている。逆に低い県をみると，�秋田県２９.３人，�島根県

４２.６人，�鳥取県４６.８人，�岩手県５０.６人，�新潟県６５.７人，�徳島県７３.５人，�福井県７６.７

人，�青森県８２.７人，�香川県８７.４人，�山形県８７.９人，�富山県８９.８人の１１県が１００人を

下回っている。また，１００～２００人の県も１６県みられる。１
　

 位の東京都と４７位の秋田県の間

には２９.７倍の差がある。
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�　１００万人都市を有する県のうち，例外的に，広島県が２０位の１８４.５人，宮城県が１３位の２６１.８人と
なっている。
�　鳥取県の意欲的な新型コロナウイルス対応については，県知事の著書である平井（２０２１年）に

詳しく記されている。
�　HHI の具体的な計算方法については，公正取引委員会 HP「用語の解説」を参照。
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図表２　２０２１年３月末の都道府県感染者数（累計）

人口10万人あたり・人（参考）人口シェア全国
シェア

累積
感染者数 全国比順位順位シェア順位

１.００３７６.６１００.００１００.００４７５,１６８全国計

１.０６７３９９.９８４.１６７４.４２２０,９９４北海道

０.２２４０８２.７３１０.９９３６０.２２１,０３１青森県

０.１３４４５０.６３２０.９７４２０.１３６２１岩手県

０.７０１３２６１.８１４１.８３１３１.２７６,０３８宮城県

０.０８４７２９.３３８０.７７４６０.０６２８３秋田県

０.２３３８８７.９３５０.８５３８０.２０９４８山形県

０.３６２９１３５.４２１１.４６２５０.５３２,４９９福島県

０.６３１７２３５.７１１２.２７１２１.４２６,７４０茨城県

０.６４１６２３９.８１９１.５３１８０.９８４,６３８栃木県

０.６８１４２５７.８１８１.５４１６１.０５５,００７群馬県

１.１９６４４６.６５５.８３４６.９１３２,８２５埼玉県

１.２６５４７３.２６４.９６５６.２３２９,６１９千葉県

２.３１１８６９.１１１１.０３１２５.４６１２０,９８６東京都

１.３９４５２２.６２７.２９３１０.１２４８,０７０神奈川県

０.１７４３６５.７１５１.７６３００.３１１,４６１新潟県

０.２４３７８９.８３７０.８３３９０.２０９３８富山県

０.４５２２１６７.９３３０.９０２７０.４０１,９１１石川県

０.２０４１７６.７４３０.６１４３０.１２５８９福井県

０.３２３２１１９.５４２０.６４３７０.２０９６９山梨県

０.３６２８１３６.５１６１.６２２１０.５９２,７９６長野県

０.６５１５２４３.６１７１.５７１７１.０２４,８４１岐阜県

０.４２２３１５６.８１０２.８９１４１.２０５,７１５静岡県

０.９６１１３６２.８４５.９９６５.７７２７,３９５愛知県

０.４１２４１５４.６２２１.４１２３０.５８２,７５３三重県

０.５２１９１９５.９２６１.１２２２０.５８２,７７０滋賀県

０.９８９３６８.４１３２.０５１０２.００９,５１７京都府

１.５７３５９２.６３６.９８２１０.９９５２,２０１大阪府

０.９７１０３６７.０７４.３３８４.２２２０,０５９兵庫県

０.７４１２２７７.５２９１.０５１９０.７８３,６９１奈良県

０.３７２７１３９.１４００.７３３４０.２７１,２８７和歌山県

０.１２４５４６.８４７０.４４４７０.０５２６０鳥取県

０.１１４６４２.６４６０.５３４５０.０６２８７島根県

０.３８２６１４２.５２０１.５０２４０.５７２,６９３岡山県

０.４９２０１８４.５１２２.２２１５１.０９５,１７２広島県

０.２８３５１０４.４２７１.０８３１０.３０１,４１８山口県

０.２０４２７３.５４４０.５８４４０.１１５３５徳島県

０.２３３９８７.４３９０.７６４１０.１８８３６香川県

０.２７３６１０２.１２８１.０６３２０.２９１,３６７愛媛県

０.３５３０１３１.４４５０.５５４００.１９９１７高知県

０.９９８３７２.５９４.０５９４.００１９,０１４福岡県

０.３９２５１４５.９４１０.６５３５０.２５１,１８９佐賀県

０.３３３１１２３.１３０１.０５２９０.３４１,６３４長崎県

０.５３１８２００.６２３１.３９２００.７４３,５０６熊本県

０.３１３３１１５.３３４０.９０３３０.２８１,３０９大分県

０.４９２１１８２.９３６０.８５２６０.４１１,９６２宮崎県

０.３０３４１１４.２２４１.２７２８０.３９１,８３０鹿児島県

１.７３２６５２.６２５１.１５１１２.００９,４８２沖縄県

２,５６５その他



２．都道府県格差と関係のありそうな経済指標

　２.１．三密の代理変数

各都道府県の三密の状況に影響を与えそうな経済指標としては，まず人口密度が挙げら

れる。ただし，都道府県の面積のうち，森林や湖沼については三密とは関係がなさそうな

ので，これらを除いた面積（すなわ可住地面積）を候補とすることにした。あるいは，さ

らに農地などを差し引いた住宅地で計算することも考えられる。それぞれの面積を国土地

理院や総務省のデータに基づいて算出し�，都道府県別の人口密度を計算した。具体的な

人口密度（可住地と住宅地別）は図表３のとおりである。第１の仮説として，人口密度が

新型コロナ感染者（人口あたり）の都道府県別差異の経済的背景（安孫子）
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� 総務省統計局の「社会生活統計指標―都道府県の指標―２０２１」に都道府県別の「可住地面積割
合」（２０１９年）と「評価総地面積割合（宅地）」（２０１８年）が掲載されている。この値を，国土地
理院の「全国都道府県市区町村別面積調（１月１日）時点」（２０２０年）５頁の都道府県別面積に
掛けて可住地面積と住宅地面積を算出した。

図表３　都道府県別の人口密度（人/km2）

住宅地あたりの可住地あたりの住宅地あたりの可住地あたりの

順位人口密度順位人口密度順位人口密度順位人口密度

２６２,３９１.１１７８６４.０三重県３,１４９.０１,０１４.６全国

２７２,３６２.４１４１,０８３.１滋賀県４１１,６１３.６４７２２０.８北海道

１０３,８３６.０６２,１９６.３京都府４０１,６９９.６４３３８５.６青森県

３７,８５０.８２６,６２４.９大阪府３５１,９１２.６４５３３０.６岩手県

８４,４２６.１７１,９６５.７兵庫県２１２,８７８.８２６７３１.３宮城県

１７３,１８８.８１０１,５５３.２奈良県４４１,４０６.８４６３０１.８秋田県

２０２,９６６.２２１８２９.５和歌山県４２１,５８３.９４４３７４.２山形県

３４１,９８１.８３４６１６.９鳥取県３７１,８３４.６４２４３７.７福島県

２５２,４５０.７３９５１７.９島根県２３２,７７５.６２８７１９.５茨城県

１９３,０１９.０１９８５１.５岡山県３３２,１２５.４３０６４９.１栃木県

１１３,７５７.５１３１,２１１.２広島県３８１,７３４.４１８８５２.７群馬県

２２２,７７６.９２４７９６.２山口県４６,２６２.９４２,８４１.７埼玉県

３１２,２７９.９２７７１９.５徳島県５５,６４４.０９１,７６１.２千葉県

１４３,２４４.１１５９５０.２香川県１１１,２７０.０１９,７９１.７東京都

１３３,３２２.６２３７９９.７愛媛県２７,８６５.９３６,２５１.４神奈川県

１８３,０７０.５３６５９９.１高知県３６１,８５９.５４０４９０.７新潟県

９４,４１１.５８１,８４７.４福岡県４６１,３８０.７３８５６６.３富山県

１６３,２１０.４３５６１０.４佐賀県３２２,２２８.３２２８１８.９石川県

１５３,２１２.３２５７９３.２長崎県３９１,７２８.８２９７１３.０福井県

２４２,７４３.４３３６２５.８熊本県４７１,３６５.７２０８４８.８山梨県

２８２,３５５.２３２６３０.３大分県４３１,４５２.７３１６３４.８長野県

４５１,４０１.２３７５８０.４宮崎県３０２,２８１.５１６８９９.４岐阜県

２９２,２９４.４４１４８３.０鹿児島県１２３,３７０.９１１１,３２３.６静岡県

６４,５５０.０１２１,２４１.７沖縄県７４,４５０.９５２,５２５.８愛知県



高いと新型コロナ感染率が高いと考えた。確かに，感染率が東京都と大阪府で突出して高

いことなどと人口密度は整合的である� が，沖縄県の感染率が２位であることや，北海道

の感染率が７位であることを説明することは難しい。

次の説明変数の候補としては，都道府県別の就業割合の違いが挙げられる。第３波が飲

食店の時短営業の要請くらいで急速に低下したことからみて，飲食業に従事する人の割合

の高い都道府県では感染が広がりやすい可能性がある。国勢調査２０１５から都道府県別の業

種別就業人口の割合を知ることができる。残念ながら飲食業だけのデータは得られないが，

「宿泊業，飲食サービス業」の値が得られる。そこで，「宿泊業，飲食サービス業」の就業

割合が高い都道府県では感染者数が高まるという第２の仮説を立てた。図表４によると，

「宿泊業，飲食サービス業」の就業割合は，感染率の高い沖縄県（就業割合全国１位），京
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� １０万人あたり感染者数と人口密度（可住地）との相関係数は０.８０２，１０万人あたり感染者数と人
口密度（住宅地）との相関係数は０.８４６であった。

図表４　都道府県別の就業人口の割合（％）

第一次産業宿泊業・飲食サー第一次産業宿泊業・飲食サー

順位順位ビス業順位順位ビス業

３２３.７０２５５.４２三重県３.９８５.５１全国

３９２.７５３２５.１８滋賀県１７７.４１６５.９５北海道

４１２.２５３６.５６京都府１１２.４１４３４.８６青森県

４６０.５５１３５.６３大阪府４１０.７９３４５.１６岩手県

４３２.０５１６５.５５兵庫県２９４.４６２０５.５１宮城県

４０２.７１３３５.１８奈良県６９.７８４４４.８６秋田県

１１９.０１１７５.５５和歌山県８９.４０４１５.００山形県

１０９.０６２１５.５０鳥取県２０６.７４３７５.１２福島県

１４７.９６３０５.２６島根県２１５.８８４７４.６４茨城県

２８４.８１４６４.７３岡山県２３５.７３１９５.５２栃木県

３４３.２０３６５.１３広島県２５５.１１２６５.３８群馬県

２７４.９１３１５.２５山口県４４１.７２３９５.０６埼玉県

１３８.４６４５４.８５徳島県３７２.９５２２５.５０千葉県

２４５.４３３８５.０６香川県４７０.４４１２５.６６東京都

１５７.７１４０５.０１愛媛県４５０.８９１５５.５７神奈川県

２１１.８１１１５.７５高知県２２５.８８２７５.３２新潟県

３８２.９２１８５.５３福岡県３３３.３２４２４.９５富山県

１２８.７１３５５.１４佐賀県３６３.１５８５.９２石川県

１６７.６６１０５.８６長崎県３１３.７８２９５.２８福井県

５９.８２２３５.４７熊本県１８７.３４２６.７８山梨県

１９６.９９７５.９４大分県９９.２８４６.３１長野県

３１１.０２２８５.３１宮崎県３５３.１８１４５.５９岐阜県

７９.５０５５.９６鹿児島県３０３.９２９５.８９静岡県

２６４.９１１７.７８沖縄県４２２.１７２４５.４４愛知県



都府（同３位），北海道（同６位）の順位が高いこと，等とは整合的である。ただ，就業

割合全国２位の山梨県，同４位の長野県，同５位の鹿児島県などは，感染率の上位に入っ

ていない点に留意する必要がある。

他方，第一次産業は三密とは対極的な産業だと考えられる。このため，第一次産業への

就業割合が高い都道府県は感染率が低いという第３の仮説を立てた。ここでも，国勢調査

２０１５のデータを用いた。図表４によると，第一次産業の割合が高い県（青森県，高知県，

宮崎県，岩手県では１０％を越えている）の感染率が低いこと，その割合が低い都府県（東

京都，大阪府，神奈川県では１％を下回っている）の感染率が高いことなどと整合的であ

る。ただ，感染率の高い北海道（就業割合１７位）と沖縄県（同２６位）がいずれも全国平均

（４.０％）を上回っていることに留意する必要がある。

２.２．大都市とのネットワークの強さの代理変数

感染率が相対的に高い大都市から，人的流れのネットワークを通じて新型コロナウイル

スの感染が広がっていく経路も考えられる。

まず，大都市周辺の県は，県外に通勤している就業者が多いことが知られている。国勢

調査２０１５から，就業者のうち県外に通勤している人の割合を算出することができる。埼玉

県２９.４％，奈良県２８.８％，千葉県２７.６％，神奈川県２５.５％，兵庫県１４.４％，京都府１２.７％，

滋賀県１１.５％，岐阜県１１.３％，茨城県１０.０％の９府県が１０％を超えている�。そこで，県外

就業率の高い府県は感染率が高くなる，という第４の仮説を立てた。もっとも，県外就業

率の高い岐阜県や滋賀県の感染者の割合がそれほど高くないこと，県外就業率が も低い

北海道と沖縄県（いずれも０.３％）の感染率が高いこと，などの限界もある。

次に，空港を通じた人の移動が新型コロナウイルスの感染率に影響している可能性があ

る。国土交通省が個別空港の乗降客数（国内，国際，国際＋国内の３種類）を発表してい

るので，空港の所在地情報に戻づいて筆者が独自に都道府県別に集計した�。北海道には

１２空港，沖縄県には１０空港あり，乗降客数の合計は，北海道が国内ベース２位・国際＋国

内ベース４位，沖縄県が国内ベース４位・国際＋国内ベース５位となっている。これまで，

北海道と沖縄県の感染率が高いことを説明できる仮説が乏しかったが，このデータを使え

新型コロナ感染者（人口あたり）の都道府県別差異の経済的背景（安孫子）
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� 国勢調査２０１５に基づく県外就業率の計算結果（県外就業者数÷総就業者数で算出）については，
奈良県統計分析課「１００の指標からみた奈良県勢（令和元年）」などに掲載されている。
� 国土交通省の「令和元年（平成３１年）空港管理状況調書」に掲載されている空港別の２０１９年の

乗降客数データを用いた。空港の所在地情報に基づき，大阪国際空港（伊丹空港）は大阪府，成
田国際空港は千葉県，東京国際空港（羽田空港）は東京都に分類した。



ば，ダミー変数を使わずに説明力を高めることができるかもしれない。そこで，空港の乗

降客が多い都道府県では感染率が上がるという第５の仮説を立てた。ただし，この仮説は，

空港の利用や旅行客が直接の感染源という発想に基づくものではない。空港を通じた人の

流れの密接さが大都市（特に東京都と大阪府）とのネットワークの代理変数であり，間接

的な感染拡大に影響していると考えたものである。

県外就業率と空港乗降客（国内ベースに限定�）の都道府県別データは図表５のとおり

である。いずれのデータも，高い都道府県と低い都道府県とに二極分化していることが特

徴である。特に，空港乗降客数は，大都市周辺などで感染率の高い１１都道府県の中でも，

空港のない府県（神奈川県，埼玉県，京都府）ではゼロとなっていることが特徴である。
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� 図表５では，国内のみのデータを掲載した。コロナ禍後に，国際線のほとんどが休便となった
ことを勘案したものである。なお，国際線を含めたベースに変更して多重回帰分析しても，空港
乗降客数は有意な影響を与えていた。

図表５　都道府県別の県外就業率（％）と空港乗降客数（万人）

空港乗降客数県外就業率空港乗降客数県外就業率

順位国内のみ順位順位国内のみ順位

３７０１５６.０三重県―２２,９０６―９.０全国

３７０７１１.５滋賀県２２,６７３４６０.３北海道

３７０６１２.７京都府２２１４９３９１.２青森県

３２,３４９１４６.４大阪府３２４７２５２.０岩手県

１１３４０５１４.４兵庫県１０３４６２５２.０宮城県

３７０２２８.８奈良県２１１５３４３０.９秋田県

３５１８１３６.７和歌山県２８７８３９１.２山形県

２７１０２１８３.１鳥取県３４２６３１１.７福島県

２４１２７２２２.５島根県２９６５９１０.０茨城県

２３１３１２１２.６岡山県３７０１２７.１栃木県

１５２８２３０１.８広島県３７０１６５.６群馬県

２０１５３２０２.８山口県３７０１２９.４埼玉県

２５１２１２８１.９徳島県６７６４３２７.６千葉県

１８１８２３４１.６香川県１６,８８０１０８.３東京都

１４３０５３９１.２愛媛県３７０４２５.５神奈川県

１９１６５４３０.９高知県２６１０６４５０.６新潟県

５１,９７３１９３.０福岡県３３４６３６１.５富山県

３０６１１０８.３佐賀県１７１８３３１１.７石川県

９３７４３１１.７長崎県３７０３６１.５福井県

１２３３７２４２.３熊本県３７０１７３.５山梨県

１６１８８２５２.０大分県３６１５４２１.０長野県

１３３３１３４１.６宮崎県３７０８１１.３岐阜県

８７２９３８１.３鹿児島県３１４９２８１.９静岡県

４２,２９８４６０.３沖縄県７７６２２３２.４愛知県



３．多重回帰分析

上記の５つの仮説が正しいか，多重回帰分析を行った。被説明変数としては，感染率の

全国比（図表２の右端）を用いた。

３.１．推計結果

説明変数に，第一次産業の就業率を入れていることから，人口密度としては，農地面積

などを除いた「住宅地」の人口密度を用いることとした。また，いずれの変数もコロナ禍

前の先決変数であることから，変数間の内生性を心配する必要が低いと考えられる。この

ため，OLS で推計することとした。

各説明変数に期待される符号は，人口密度，宿泊・飲食業の就業割合，他県就業率，空

港乗降客数がプラス，第一次産業就業率がマイナスである。念のために説明変数間の相関

係数をチェックしてみたが，多重共線性を心配するレベルではなかった。

推計結果は，図表６のとおりである。宿泊・飲食業の就業率，県外就業率，空港乗降客

数が１％水準でプラスの有意であるほか，人口密度が５％水準でプラスの有意，第一次産

業就業率が５％水準でマイナスの有意であった。いずれも第２章の符号条件を満たしてい

る。決定係数 R２ は０.８８であった。第２章の第１～５の仮説は，いずれも採択できる。

都道府県別に推計誤差（図表７の右端）をみると，感染率上位１１都道府県では，東京都

－０.２４ポイント（－は過大推計），大阪府＋０.１６ポイント（＋は過小推計），神奈川県＋０.１０ 

ポイント，埼玉県＋０.０５ポイント，千葉県－０.０２ポイント�，北海道＋０.１９ポイント，福岡
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図表６　推計結果

０.８８４６決定係数R２（補正済み）

ｐ値ｔ値係数説明変数等

０.００７－２.８２８－０.７６４９切片

０.０１６２.５２５０.００００６１９人口密度（住宅地，人/km２）

０.０００４.５２５０.１９９５宿泊・飲食業就業割合（％）

０.０２１－２.３９５－０.０２３８第一次産業就業割合（％）

０.０００４.１４１０.０１８５県外就業率（％）

０.０００５.６４００.０００１９６空港乗降客数（万人）

� 南関東のうち，東京都と千葉県が過大推計の一方，神奈川県と埼玉県が過少推計となっている



県＋０.０１ポイント，京都府＋０.０１ポイント，兵庫県＋０.０７ポイント，愛知県＋０.２３ポイント，

沖縄県＋０.３３ポイントであった。４７都道府県で 大の推計誤差（過小推計）であった沖縄

県には，図表６の５つの説明変数ではカバーできていない感染率拡大要因があるのかも知

れない。逆に，過大推計幅が大きい都府県は，山梨県・東京都（－０.２４ポイント），島根県

（－０.２１ポイント），鹿児島県・長崎県・奈良県（－０.２０ポイント），鳥取県（－０.１９ポイン

ト）の順であった�。

３.２．各説明変数が与えたインパクトの推計

図表７には，各都道府県の感染率（全国比）に５つの説明変数がどの程度のインパクト

を与えているかを推計した結果も掲載している。表の中のプラスは感染率・全国比の推計

値を全国よりも高くする要因のインパクト，マイナスは全国よりも低くする要因のインパ

クトである。

人口密度の高さは，東京都・神奈川県・大阪府の感染率（全国比）を０.３～０.５ポイント

引き上げている。宿泊業，飲食サービス業の割合の高さは，沖縄県の感染率（全国比）を

０.５ポイント近く，山梨県・京都府を０.３ポイント前後引き上げている。他県就業率の高さ

は，埼玉県・奈良県・千葉県・神奈川県の感染率（全国比）を０.４ポイント前後引き上げて

いる。空港乗降客数（国内ベース）は，東京都の感染率（全国比）を１.２ポイント，北海

道・沖縄県・大阪府を０.４ポイント前後引き上げている。

今回の推計の頑健性を確認するため，説明変数のうち，空港乗降客数を国際＋国内ベー

スに変更して推計したところ，ほぼ同様の結果が得られた（有意な５変数のうち人口密度

が１％水準でプラスの有意となった一方，補正済み決定係数が０.８７へと若干低下した）。他

方，人口密度を可住地ベースに変更して推計（空港乗降客は国内ベース）したところ，人

口密度は１０％水準でも有意ではなかった（人口密度の p 値０.１２６，他の４変数は同程度に

有意）。
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一因として，神奈川県や埼玉県にも羽田空港や成田空港を利用する人が少なからずいるものの，
空港乗降客数が２県はゼロとカウントされていることが考えられる。
� 東京都は，羽田空港の乗降客の扱いに伴って過大推計となった可能性がある（神奈川県や埼玉

県の人も羽田空港を使っていると思われるものの，根拠のある利用割合は見当たらなかった）。
他の６県については，感染予防のための独自の工夫があった可能性がある（鳥取県については，
前述のとおり平井（２０２１）に具体的な施策が記述されている）。
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図表7　各要因のインパクト（都道府県平均比）

推計誤差空港旅客他県就業率第一次産業飲食業等人口密度

０.１８７０.４２７－０.１０２－０.０３８０.０９３－０.０９５北海道

０.１５２－０.０６６－０.０８６－０.１５６－０.１２４－０.０９０青森県

－０.０３９－０.０８６－０.０７１－０.１１８－０.０６４－０.０７６岩手県

０.１８５－０.０２８－０.０７１０.０３２０.００４－０.０１６宮城県

－０.０２８－０.０６５－０.０９１－０.０９４－０.１２６－０.１０８秋田県

０.０８９－０.０８０－０.０８６－０.０８５－０.０９７－０.０９７山形県

０.１１２－０.０９０－０.０７６－０.０２２－０.０７２－０.０８１福島県

０.２３５－０.０８３０.０７７－０.００１－０.１６９－０.０２３茨城県

０.１７３－０.０９５０.０２４０.００２０.００８－０.０６３栃木県

０.２８８－０.０９５－０.００４０.０１７－０.０２２－０.０８７群馬県

０.０５１－０.０９５０.４３７０.０９７－０.０８６０.１９３埼玉県

－０.０１６０.０５４０.４０３０.０６８０.００２０.１５５千葉県

－０.２４３１.２５００.０４６０.１２８０.０３４０.５０３東京都

０.１０４－０.０９５０.３６４０.１１７０.０１６０.２９２神奈川県

－０.１２８－０.０７４－０.０９７－０.００１－０.０３４－０.０８０新潟県

－０.０２７－０.０８６－０.０８００.０５９－０.１０７－０.１０９富山県

－０.１０１－０.０６０－０.０７６０.０６４０.０８７－０.０５７石川県

－０.１２９－０.０９５－０.０８００.０４８－０.０４２－０.０８８福井県

－０.２４５－０.０９５－０.０４３－０.０３６０.２５７－０.１１０山梨県

－０.０２３－０.０９２－０.０８９－０.０８２０.１６５－０.１０５長野県

０.０２１－０.０９５０.１０１０.０６３０.０２１－０.０５３岐阜県

－０.１５４－０.０８６－０.０７３０.０４５０.０８００.０１４静岡県

０.２２５０.０５４－０.０６３０.０８７－０.００９０.０８１愛知県

－０.０７８－０.０９５０.００３０.０５０－０.０１３－０.０４７三重県

－０.０４３－０.０９５０.１０５０.０７３－０.０６０－０.０４８滋賀県

０.０１４－０.０９５０.１２７０.０８５０.２１５０.０４３京都府

０.１６５０.３６４０.０１１０.１２５０.０２９０.２９１大阪府

０.０７４－０.０２９０.１５９０.０９００.０１２０.０７９兵庫県

－０.１９７－０.０９５０.４２６０.０７４－０.０６２０.００３奈良県

－０.０６９－０.０９２０.０１６－０.０７６０.０１２－０.０１１和歌山県

－０.１９３－０.０７５－０.０５０－０.０７７０.００３－０.０７２鳥取県

－０.２０５－０.０７１－０.０６２－０.０５１－０.０４５－０.０４３島根県

０.０５３－０.０７０－０.０６００.０２４－０.１５１－０.００８岡山県

－０.０１５－０.０４０－０.０７４０.０６２－０.０７１０.０３８広島県

－０.１４２－０.０６５－０.０５６０.０２２－０.０４７－０.０２３山口県

－０.００６－０.０７２－０.０７３－０.０６３－０.１２８－０.０５４徳島県

－０.１４９－０.０６０－０.０７８０.００９－０.０８６０.００６香川県

－０.０６９－０.０３６－０.０８６－０.０４５－０.０９４０.０１１愛媛県

０.００８－０.０６３－０.０９１－０.１４２０.０５２－０.００５高知県

０.００６０.２９０－０.０５２０.０６９０.００８０.０７８福岡県

－０.０３２－０.０８３０.０４６－０.０６９－０.０６８０.００４佐賀県

－０.１９９－０.０２２－０.０７６－０.０４４０.０７５０.００４長崎県

０.１６１－０.０２９－０.０６５－０.０９５－０.００３－０.０２５熊本県

－０.１６７－０.０５９－０.０７１－０.０２８０.０９０－０.０４９大分県

０.２７２－０.０３１－０.０７８－０.１２４－０.０３５－０.１０８宮崎県

－０.２０３０.０４７－０.０８４－０.０８７０.０９４－０.０５３鹿児島県

０.３２５０.３５４－０.１０２０.０２２０.４５８０.０８７沖縄県



４．まとめと今後の課題

　４.１．まとめ

本稿では，NHK 提供データのうち，２０２１年３月末の累計感染者数の都道府県別データ

を用いてクロスセクション分析を行った。この時期は，新型コロナウイルス変異株が中心

とされる感染第４波が関西地区を中心に拡大し始めたばかりであり，２０２１年４月以降には

従来株による経験とは次元が異なる厳しい局面に移行している可能性もあるが，従来株の

分析から得られた本稿の知見も，一定程度は有益と考えられる。

OLS を用いて多重回帰分析したところ，三密や都市部とのネットワーク性に関係すると

思われる５つの地域経済データが感染率に影響しているという仮説を，有意水準１％また

は５％で採択することができた。具体的な説明変数は，人口密度（プラス要因），飲食サー

ビス業就業割合（プラス要因），第一次産業就業割合（マイナス要因），県外就業率（プラ

ス要因），空港乗降客数（プラス要因）である。こうしたプラス要因を抱える都道府県は，

事前に手厚く感染症への対策を練っておく必要があると考えられる。また，国としても，

こうした都道府県に対する重点的な対策（各種の医療資源不足への対策やワクチン接種を

含む）を考える必要があるであろう。

４.２．今後の課題

今後の課題として，まず，新型コロナウイルス感染の第４波以降についても本稿と同様

の分析が有効か，検証を続けていきたい。２０２１年３月末に限られた有意性でないことが確

認できれば，同様の感染症が将来日本に襲ってきたときに，本稿の知見を対策立案の一助

とすることが期待できる。また，本稿では見逃した説明変数があるかもしれないので，さ

らなる要因についても検討を続ける必要がある。

第二の課題として，NHK 提供データのうち，死者数についても分析してみたい�。２０２１
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� コロナ禍の初期には，日本の死亡率（死亡者／感染者）が欧米と比べて低いと言われていたが，
Google ニュースに掲載されている世界の感染者数等のデータ（２０２１年４月１日入手）によると，
日本の死亡率（筆者が計算）は１.９３％と米国１.８１％よりも高いほか，アジアでも日本よりも感染
者が多い国々：インド１.３４％，イラク１.６９％，イスラエル０.７４％，フィリピン１.７８％，バングラデ
シュ１.４８％よりも高くなっている。確かに，G７の残りの国々：イタリア３.０６％，英国２.９２％，ド
イツ２.７１％，カナダ２.３４％，フランス２.０８％よりは低いが，日本との差は 大でも１.５倍程度であ
る。なお，日本国内でも，２０２１年３月末時点で死亡率が高い４道県：①岩手県４.８３％，②福井県
４.２４％，③石川県３.２４％，④北海道３.２２％は，G７で も高いイタリアを上回っている。これに対
し， 低の県である島根県は０.００％であり，死亡率でも地域間格差が大きい（因みに，感染率の
高い大阪府は２.２４％，東京都は１.１４％であった）。



年３月末の累計死者数の都道府県別データを用いて HHI を試算したところ，８５７.６と累計

感染者数の HHI（１,０６６.３）よりも小さかった。感染者数については，PCR 検査の積極性

が都道府県別に異なるという指摘があり，地域によっては新型コロナウイルス感染の実態

を十分把握できていない可能性もある一方，死者数については人為的な地域間格差が小さ

いと考えられる。人口１０万人あたり死亡者数の全国平均６.２６人に対する比率をみると，①

北海道２.０６倍，②大阪府２.０３倍，③東京都１.５８倍，④兵庫県１.５５倍，⑤沖縄県１.３１倍，⑥埼

玉県１.２３倍，⑦神奈川県１.１８倍，⑧千葉県１.１６倍，⑨愛知県１.１０倍が全国平均を上回ってい

る。感染率の上位と顔ぶれは同じであるが，東京都と沖縄県の順位が感染率の順位より低

い一方，北海道の順位が高くなっている。この背景についても分析してみたい。高齢化率

の相対的に低い沖縄県と東京都の順位が低くなったことから，地域別の高齢化率が影響し

ているのかもしれない。

第三の課題として，東京都と大阪府で人口１０万人当たり新規死亡率のパターンが図表８

のとおり異なること（大阪府では死亡率のピークが東京都より早くきて，感染第１波と第

３波では短期間で大幅に減少したのに対し，東京都では時間をかけてゆっくり減少したこ

と）も気になっている。感染第４波でも同様の現象がみられるのか注視するとともに，そ

の現象の背景についても検討してみたい。

新型コロナ感染者（人口あたり）の都道府県別差異の経済的背景（安孫子）
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図表８　新規の死者数（全国・大阪府・東京都：７日計の１０万人あたり）
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